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≪留意点≫ 

①  本書においては、総務省がとりまとめている地方公営企業年鑑に掲載された指標におけ

る、本市と同規模都市の上水道事業の平均値を「年鑑指標」としている。また、年鑑指標

の数値を基礎として算出した数値(例：経営資本営業利益率等)も年鑑指標と表記してい

る。年鑑指標の最新数値は令和６年度の数値であるため、同規模都市である給水人口が５

万人以上 10 万人未満の数値を使用している。 

 

② 文中及び各表中の増減率、構成比等は、原則として表示単位未満を四捨五入している。従

って、その内訳を合計した数値は、合計欄の数値と一致しない場合がある。(表によって

は、切り捨て、切り上げで調整している場合もある。) 
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令 和 ７ 年 度 

 

可児市水道事業会計決算審査意 見 
 

 

第１ 審査の対象 

令和７年度 可児市水道事業会計決算 

 

第２ 審査の期間 

令和８年５月 29 日から令和８年６月 24 日まで 

 

第３ 審査の方法 

決算書及び附属書類が、地方公営企業法の規定に基づいて作成され、水道事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計帳票、証拠書類の照合等、通

常実施すべき審査手続を実施した。 

また、経営内容の動向を把握するために計数の分析を行い、経済性及び公共性の確保を主眼

に考察した。 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された決算諸表は、地方公営企業法及び関係法令に準拠して作成されており、その

計数は正確であり、水道事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められ

た。審査の概要と意見については、次に述べるとおりである。 
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１ 業務状況 

令和５年度からの業務状況の推移は、次のとおりである。 

区分 
単
位 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 ７年度対６年度比 

  Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ/Ａ％ 

行政区域内人口 (a) 人 99,826 99,360 99,032 △328 99.7  

計画給水人口 (b) 人 106,110 106,110 106,110 0 100.0  

給水人口 (c) 人 99,467 99,006 98,679 △327 99.7  

行政区域内 
人口対比普及率 

(c/a×
100) 

％ 99.6 99.6 99.6 0.0 - 

計画給水人口 
対比普及率  

(c/b×
100) 

％ 93.7 93.3 93.0 △0.3 - 

給水件数 (d) 件 36,645 37,035 37,291 256 100.7  

年間給水量 (e) ｍ3 11,657,193 11,535,652 11,623,128 87,476 100.8  

年間有収水量 (f) ｍ3 10,453,147 10,375,733 10,454,533 78,800 100.8  

1 件平均給水量 (e/d) ｍ3 318.1 311.5 311.7 0.2 100.1  

有収率   (f/e×100) ％ 89.67  89.94 89.95 0.01 - 

１日給水能力  ｍ3 52,362 52,362 52,362 0.0 100.0  

１日平均給水量 (g)  ｍ3 31,850 31,605 31,844 239 100.8  

１日最大給水量 (h)  ｍ3 34,485 36,317 34,409 △1,908 94.7  

１日平均有収水量 ｍ3 28,561 28,427 28,642 215 100.8  

負荷率   (g/h×100) ％ 92.4 87.0 92.5 5.5 - 

令和７年度末の給水人口は、9 万 8,679 人で前年度と比べ 327 人(0.3％)減少している。令

和元年度から減少が続いており、令和３年度以降は 10 万人を割り込んでいる。一方、給水件

数は、3 万 7,291 件と前年度より 256 件(0.7％)増加しており、毎年 1％前後の増加が続いてい

る。 

年間給水量は 1,162 万 3,128 ㎥で、前年度より 8 万 7,476 ㎥(0.8％)増加している。また、

水道料金として収入される年間有収水量は 1,045 万 4,533 ㎥で、前年度より 7 万 8,800 ㎥

(0.8％)増加している。1 件平均給水量は 311.7 ㎥で、前年度より 0.2 ㎥(0.1％)増加してい

る。 
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令和７年度の有収率は、89.95％と対前年度で

0.01 ポイント上昇している。令和４年度から４年

連続での上昇となる。有収率は管路の老朽化等に

より令和３年度まで下がり続けていたが、漏水調

査の実施が結果に結びつき上昇に転じている。 

今後も漏水調査や老朽管の更新に努める等、有

収率の向上が課題と考えられる。 

 

２ 予算執行状況(金額は消費税込み) 

(1)収益的収支について 

収益的収支とは、一会計期間(通常は 1 年)の経営活動に伴う収益(収入)と費用(支出)をまと

めたものである。 

① 収益的収入 

予算額 27 億 4,200 万円に対して、決算額 27 億 4,589 万 2,577 円(うち仮受消費税等 2 億

911 万 494 円)、予算対決算比 100.1％である。決算額の主な内容は、次のとおりである。 

(単位：円、％) 

        区分 
科目 

予算額 
構成
比 

決算額 
構成
比 

予算額に比べ 
決算額の増減 

予算対 
決算比 

水道事業収益 2,742,000,000 100.0 2,745,892,577 100.0 3,892,577 100.1 

 

営業収益 2,258,975,000 82.4 2,223,978,218 81.0 △34,996,782 98.5 

営業外収益 390,520,000 14.2 438,010,759 15.9 47,490,759 112.2 

特別利益 92,505,000 3.4 83,903,600 3.1 △8,601,400 90.7 

・営業収益 

給水収益 21 億 4,695 万 5,333 円(水道料金)、その他の収益 7,702 万 2,885 円(下水道使用料

等徴収事務受託収益等)の合計 22 億 2,397 万 8,218 円、予算対決算比 98.5％である。 

・営業外収益 

長期前受金戻入 3 億 9,017 万 2,712 円(資産取得時に財源とした国庫補助金等(長期前受金)

を減価償却に対応して収益化したもの)、資本費繰入収益 400 万 6,120 円(簡易水道事業債元金

償還分)等合計 4 億 3,801 万 759 円、予算対決算比 112.2％である。 

・特別利益 

その他特別利益 8,390 万 3,600 円(水道接続時分担金)、予算対決算比 90.7％である。 

② 収益的支出 

予算額 25 億 3,800 万円に対して、決算額 23 億 5,665 万 9,970 円(うち仮払消費税等 1 億

4,006 万 7,057 円)、予算対決算比 92.9％である。 

決算額の主な内容は、次のとおりである。               (単位：円、％) 

       区分 
科目 

予算額 
構成
比 

決算額 
構成
比 

地方公営企業

法第 26 条第

2 項の規定に

よる繰越額 

不用額 
予算対
決算比 

水道事業費 2,538,000,000 100.0 2,356,659,970 100.0 0 181,340,030 92.9 

 

営業費用 2,501,784,000 98.6 2,353,444,807 99.8 0 148,339,193 94.1 

営業外費用 31,291,000 1.2 1,290,834 0.1 0 30,000,166 4.1 

特別損失 1,925,000 0.1 1,924,329 0.1 0 671 100.0 

予備費 3,000,000 0.1 0 0.0 0 3,000,000 0.0 

86

88

90

92

94

28 29 30 元 2 3 4 5 6 7

％
【有収率の推移】 可児市

年鑑指標
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・営業費用 

浄水費(受水費)11 億 8,986 万 3,356 円(岐阜県水道事業から購入する水の料金)、減価償却

費 7 億 1,822 万 638 円(設備やソフトウエア等の減価償却)、配水費 1 億 7,232 万 8,444 円(業

務の委託費や電気代等の動力費)等合計 23 億 5,344 万 4,807 円、予算対決算比 94.1％であ

る。 

・営業外費用 

支払利息(企業債の利息償還分)129 万 834 円、予算対決算比 4.1％である。 

・特別損失 

 過年度損益修正損 192 万 4,329 円(工業団地ポンプ場の廃止に伴う建設仮勘定の損失分等)、

予算対決算比 100.0％である。 

③ 収益的収入と収益的支出の差額(収益的収支) 

①収益的収入から②収益的支出を引いた金額で、プラスなら黒字決算、マイナスなら赤字決

算である。令和７年度の収益的収支は、下記の計算式のとおり 3 億 8,923 万 2,607 円の黒字決

算である。 

○計算式 ①27 億 4,589 万 2,577 円 - ②23 億 5,665 万 9,970 円  

＝ ③ 3 億 8,923 万 2,607 円 

 

(2) 資本的収支について 

資本的収支とは、施設等の建設や改良、借入金の返済等、将来の資産形成や長期的な運営に

関わる収益(収入)と費用(支出)をまとめたものである。 

① 資本的収入 

予算額 3 億 6,400 万円に対して、決算額 3 億 2,811 万 4,500 円、予算対決算比 90.1％であ

る。決算額の主な内容は、次のとおりである。              (単位：円、％) 

          区分 
科目 

予算額 
構成
比 

決算額 
構成
比 

予算額に比べ決
算額の増減 

予算対 
決算比 

資本的収入 364,000,000 100.0 328,114,500 100.0 △ 35,885,500 90.1 

 

負担金 20,443,000 5.6 13,898,500 4.3 △ 6,544,500 68.0 

補助金 43,557,000 12.0 14,216,000 4.3 △ 29,341,000 32.6 

その他資本的収入 300,000,000 82.4 300,000,000 91.4 0 100.0 

・負担金 

工事負担金 134 万 9,700 円と他会計負担金 1,254 万 8,800 円の合計 1,389 万 8,500 円、予算

対決算比 68.0％である。 

・補助金 

国庫補助金 1,421 万 6,000 円(防災・安全交付金)、予算対決算比 32.6％である。 

・その他資本的収入 

 有価証券の償還金 3 億円である。 
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②資本的支出 

予算額 17 億 4,200 万円に対して、決算額 16 億 1,419 万 4,116 円(うち仮払消費税等 9,606

万 7,498 円)、繰越額 6,839 万 6 千円、不用額 5,940 万 9,884 円、予算対決算比 92.7％であ

る。決算額の主な内容は、次のとおりである。               (単位：円、％) 

          区分 
科目 

予算額 
構成
比 

決算額 
構成
比 

地方公営企業
法第 26 条の
規定による繰
越額 

不用額 
予算対 
決算比 

資本的支出 1,742,000,000 100.0 1,614,194,116 100.0 68,396,000 59,409,884 92.7 

 

建設改良費 1,237,154,000 71.0 1,109,351,859 68.7 68,396,000 59,406,141 89.7 

償還金 4,007,000 0.2 4,006,120 0.2 0 880 100.0 

投資 500,000,000 28.7 500,000,000 31.0 0 0 100.0 

国庫補助金
等返還金 839,000 0.1 836,137 0.1 0 2,863 99.7 

・建設改良費 

工事請負費 10 億 2,589 万 5,475 円(愛岐ケ丘地内配水管布設替工事他合計 27 の工事)等合計

11 億 935 万 1,859 円、予算対決算比 89.7％である。 

・償還金 

建設改良費等の財源に充てた企業債の償還金 400 万 6,120 円、予算対決算比 100.0％であ

る。 

・投資 

有価証券の償還に伴う購入分と新規購入分により 5 億円の皆増、予算対決算比 100.0％であ

る。 

・国庫補助金等返還金 

 生活基盤施設耐震化等交付金事業に係る返納 83 万 6,137 円、予算対決算比 99.7％である。 

③ 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額(資本的収支不足額) 

①資本的収入から②資本的支出を引いた金額で、マイナスの場合不足額が生じている。下記

の計算式のとおり、令和７年度の資本的収支不足額は 12 億 8,607 万 9,616 円である。 

○計算式 ①3 億 2,811 万 4,500 円  ― ②16 億 1,419 万 4,116 円 

＝ ③△12 億 8,607 万 9,616 円 

○資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は、次の金額で補てんされている。 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額         9,606 万 7,498 円 

過年度分損益勘定留保資金                    11 億 9,001 万 2,118 円 

合計                           12 億 8,607 万 9,616 円 

 

３ 経営成績(別表１及び２参照。金額は消費税抜き) 

経営成績とは、企業が一定期間(通常は 1 年)にどれだけ利益を上げたか、または損失を出し

たかを示すもので、損益計算書に記載されている収益、費用、利益の状況で確認できる。 

(1) 当年度純利益と営業利益(損失) について(別表 1 参照) 

① 当年度純利益 
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1 年間の総収益(収益合計)から、総費用(費用合計)と税金を差し引いた後の最終的な利益の

ことである。令和７年度は下記の計算式のとおり 2 億 9,111 万 429 円の黒字であるが、前年度

と比較すると 5,966 万 6,293 円減少している。 

計算式： 収益合計 25 億 886 万 3,386 円 － 費用合計 22 億 1,775 万 2,957 円 

＝ 当年度純利益 2 億 9,111 万 429 円 

② 営業利益(損失) 

営業収益から営業費用を引いた利益(損失)のことで、事業の収益力を示すものである。令和

７年度は下記の計算式のとおり、1 億 9,047 万 2,183 円の営業損失となっている。損失額は、

前年度より 3,856 万 4,348 円増加している。 

計算式： 営業収益 20 億 2,291 万 2,321 円－ 営業費用 22 億 1,338 万 4,504 円 

＝ 営業損失 1 億 9,047 万 2,183 円 

下記グラフは、平成 28 年度以降の営業収益・費用の推移を示したものである。営業費用が

営業収益を上回る状態が続いており、営業損失が常態化している。 

 

 

(2) 収益について(別表 1 参照) 

令和７年度の総収益(収益合計)は、営業収益と営業外収益、特別利益の合計 25 億 886 万

3,386 円で、前年度より 311 万 1,571 円(0.1％)増加している。 

主な収益の内訳は次のとおりである。                 (単位：円、％) 

             区分 
科目 

令和６年度 令和７年度 
比較増減 

前年度 
対比率 金額 

構成
比 

金額 
構成
比 

給水収益 1,938,761,984 77.4 1,951,777,572 77.8  13,015,588 100.7 

その他の営業収益 62,247,181 2.5 71,134,749 2.8  8,887,568 114.3 

受取利息及び配当金 5,183,369 0.2 9,936,686 0.4  4,753,317 191.7 

長期前受金戻入 384,738,675 15.3 390,172,712 15.5  5,434,037 101.4 

資本費繰入収益 3,940,373 0.2 4,006,120 0.2  65,747 101.7 

雑収益 7,256,652 0.3 4,268,713 0.2  △ 2,987,939 58.8 

他会計負担金 1,356,581 0 1,290,834 0.1  △ 65,747 95.2 

その他特別利益 102,267,000 4.1 76,276,000 3.0  △ 25,991,000 74.6 

計 2,505,751,815 100.0 2,508,863,386 100.0 3,111,571 100.1 

 

 

19

20

21

22

23

28 29 30 元 2 3 4 5 6 7

【営業収益及び営業費用の推移】

営業収益 営業費用

億円
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① 営業収益 

給水収益、その他の営業収益の 2 科目で合計 20 億 2,291 万 2,321 円、前年度より 2,190 万

3,156 円(1.1％)増加している。構成比は 80.6％である。 

・給水収益(水道料金) 

19 億 5,177 万 7,572 円で、前年度より 1,301 万 5,588 円(0.7％)増加している。 

・その他の営業収益 

下水道使用料等徴収事務の受託収益や水道の中止再開手数料等 7,113 万 4,749 円で、前年度

より 888 万 7,568 円(14.3％)増加している。 

② 営業外収益 

長期前受金戻入、受取利息及び配当金等 5 科目で合計 4 億 967 万 5,065 円、前年度より 719

万 9,415 円(1.8％)増加している。構成比は 16.4％である。主な営業外収益は次のとおりであ

る。 

・長期前受金戻入 

3 億 9,017 万 2,712 円で、前年度より 543 万 4,037 円(1.4％)増加している。 

・受取利息及び配当金 

預金利息 427 万 7,355 円と有価証券利息 565 万 9,331 円の合計 993 万 6,686 円で、前年度よ

り 475 万 3,317 円(91.7%)増加している。 

③ 特別利益 

7,627 万 6,000 円(水道接続時の分担金)で、量水器の新規設置が減少したことに伴い 2,599

万 1,000 円(25.4％)減少している。構成比は 3.0％である。 

 

(3) 費用について(別表１・２参照) 

令和７年度の総費用(費用合計)は、営業費用 22 億 1,338 万 4,504 円(構成比 99.8％)と営業

外費用 245 万 878 円、特別損失 191 万 7,575 円の合計 22 億 1,775 万 2,957 円である。前年度

より 6,277 万 7,864 円(2.9％)増加している。主な営業費用の内訳は次のとおりである。 

水道事業費用の内訳                           (単位：円、％) 

     区分 

科目 

令和６年度 令和７年度 
比較増減 

前年度 
対比率 金額 構成比 金額 構成比 

浄水費(受水費) 1,084,105,489 50.3 1,081,693,968 48.8 △ 2,411,521 99.8 

減価償却費 709,236,972 32.9 718,220,638 32.4 8,983,666 101.3 

委託料 174,924,220 8.1 197,577,988 8.9 22,653,768 113.0 

修繕費 60,644,920 2.8 65,654,450 3.0 5,009,530 108.3 

職員給与 50,281,226 2.3 46,316,485 2.1 △3,964,741 92.1 

動力費 33,644,386 1.6 32,870,605 1.5 △773,781 97.7 

その他の経費 42,137,880 2.0 75,418,823 3.3 33,280,943 179.0 

計 2,154,975,093 100.0 2,217,752,957 100.0 62,777,864 102.9 

・受水費 

10 億 8,169 万 3,968 円で、水道事業費用の 48.8％を占める。前年度より 241 万 1,521 円

(0.2％)減少している。 
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・減価償却費 

有形固定資産減価償却費 7 億 1,760 万 638 円と無形固定資産減価償却費 62 万円の合計 7 億

1,822 万 638 円で、前年度より 898 万 3,666 円(1.3％)増加している。 

・委託料 

1 億 9,757 万 7,988 円で、前年度より 2,265 万 3,768 円(13.0％)増加している。委託業務

は、水道施設の維持管理業務、水道事業徴収業務等である。 

・修繕費 

6,565 万 4,450 円で、量水器の取替が増えたため前年度より 500 万 9,530 円(8.3％)増加し

ている。 

・職員給与費 

給料、手当、賞与引当金繰入額、法定福利費の合計 4,631 万 6,485 円で、前年度より 396 万

4,741 円(7.9％)減少している。 

・動力費 

3,287 万 605 円(ポンプ場の電気料金)で、前年度より 77 万 3,781 円(2.3％)減少している。 

・その他の経費 

 上記費用以外の費用合計 7,541 万 8,823 円で、前年度より 3,328 万 943 円(79.0％)増加して

いる。主な内訳は、固定資産除却費 2,657 万 7,078 円、手数料 1,410 万 6,506 円である。 

 

(4)職員給与費と労働生産性について 

営業費用に対する職員給与費の割合等の数値は、次のとおりである。 

区分 算式 令和５年度 令和６年度 令和７年度 年鑑指標 

損益勘定職員数(人)   7 7 6 18 

平均給与(千円) 職員給与費/損益勘定職員数 7,220 7,183 7,719 6,979 

営業費用に対する職
員給与費の割合(％) 

(職員給与費/営業費用)×100 2.4 2.3 2.1 8.4 

労働分配率(％) (職員給与費/営業収益)×100 2.5 2.5 2.3 8.8 

労働生産性(千円) 営業収益/損益勘定職員数 288,317 285,858 337,152 79,358 

 

・損益勘定職員数 

6 人で前年度から 1 人減少している。民間事業者に積極的に外部委託することで職員を削

減、年鑑指標 18 人に対して少ない人数で従事している。 

・平均給与 

 職員給与の平均額は、771 万 9 千円で、前年度より 53 万 6 千円(7.5％)増加している。年鑑

指標 697 万 9 千円と比べると高くなっている。 

 

・営業費用に対する職員給与費の割合 

 職員給与費が営業費用に占める割合で、数値が低いことが望ましいとされる指標である。令

和７年度は 2.1％で、前年度より 0.2 ポイント低下している。年鑑指標 8.4％と比べると、営

業費用に占める給与負担が低いことがわかる。 
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・労働分配率 

 営業収益のうち労働の対価として配分された職員給与費の割合を示す指標で、数値が高いと

給与費負担が高いことを意味する。前年度より 0.2 ポイント低下し 2.3％となった。年鑑指標

8.8％と比べると低い割合となっており、給与負担が低いことを示している。 

・労働生産性 

投入した労働量に対する産出量の割合を示す指標で、この数値が高いほど、少ない労働力で

より多くの成果を上げていることを意味するものである。3 億 3,715 万 2 千円で、前年度より

5,129 万 4 千円増加しており、年鑑指標 7,935 万 8 千円を大きく上回っている。 

 

(5) 供給単価・給水原価について 

年度別の１㎥当たりの供給単価と給水原価の推移は、次のとおりである。 

 

・供給単価 

「供給単価＝年間給水収益 / 年間有収水量」 で計算される。令和７年度は 186.69 円で、前

年度より 0.17 円減少している。平成 28 年度以降大きな変化はなく 184 円台から 186 円台を推

移している。 

・給水原価 

「給水原価＝(総費用－特別損失)－長期前受金戻入/年間有収水量」で計算される。令和７年度は

174.63 円で、前年度より 4.04 円増加している。平成 28 年度以降の最高値となっている。総

費用が昨年と比べて約 6,277 万 7,864 千円(2.9％)増加したことが大きい。 

 

４ 財政状態(別表３参照。金額は消費税抜き) 

財政状態とは、企業や組織が持つ資産、負債、資本の状態を指し、資金の調達源泉とその資

金がどのように運用されているかを示すものである。 

(1) 資産について 

金銭的な価値を持つ財産のことで、有形・無形を問わず、現金や預金、不動産、株式、債

券、設備等が該当する。令和７年度末の資産合計は 214 億 622 万 6,422 円で、前年度より

8,036 万 1,098 円(0.4%)減少している。主な資産は次のとおりである。 

① 固定資産 

1 年を超えて保有する資産のことである。有形固定資産と無形固定資産等 3 科目で合計 

178 億 5,032 万 4,384 円、構成比は 83.4％である。前年度より 5 億 1,155 万 153 円(3.0％)増

加している。 

185.63 185.77 185.8 185.46 184.54 185.61 186.07 186.55 186.86 186.69 

159.83 159.67
161.3

165.51 162.52 165.24 
170.01 167.90 170.59 

174.63 
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220
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円／㎥ 供給単価

給水原価
[１㎥当たりの供給単価と給水原価の推移］
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・有形固定資産 

土地、建物、構築物、機械及び装置等 7 科目の合計 169 億 4,846 万 4,384 円である。前年度

より 3 億 1,217 万 153 円(1.9％)増加している。 

 

② 流動資産 

1 年以内に現金化できる資産のことで、現金、預金、有価証券等が該当する。現金預金、有

価証券等 6 科目で合計 35 億 5,590 万 2,038 円であり、構成比は 16.6％である。前年度より 5

億 9,191 万 1,251 円(14.3％)減少している。 

・現金預金 

 28 億 8,507 万 2,125 円で、流動資産の 81.1％を占める。前年度より 6 億 9,603 万 7,605 円

(19.4％)減少している。 

・有価証券 

 3 億円で、前年度から変化はない。 

・未収金 

 営業未収金 1 億 7,247 万 6,829 円、その他営業未収金 8,259 万 8,323 円、営業外未収金

5,148 万 9,522 円、その他未収金 827 万 9,700 円等 5 科目で合計 3 億 1,344 万 4,988 円であ

る。前年度より 1 億 1,770 万 1,434 円(60.1％)増加している。 

 

(2)負債について 

企業が返済や支払いの義務を負う債務のことで、①固定負債②流動負債③繰延収益の 3 つに

区分される。令和７年度の負債の合計は、68 億 2,937 万 9,864 円で、前年度より 3 億 7,147

万 1,527 円(5.2％)減少している。 

① 固定負債 

1 年を超えて返済期限が到来する負債のことである。建設改良等の財源に充てるための企業

債 7,097 万 2,102 円で、前年度より 407 万 2,980 円(5.4％)減少している。 

② 流動負債 

1 年以内に支払期限が到来する負債のことである。企業債や未払金等 5 科目で合計 6 億 496

万 2,271 円、前年度より 4,884 万 7,706 円(7.5％)減少している。 

・未払金 

 営業未払金 1 億 7,417 万 5,569 円とその他未払金 2 億 7,978 万 9,959 円の合計 4 億 5,396 万

5,528 円で、流動負債の 75.0％を占める。前年度より 6,106 万 683 円(11.9％)減少している。 

・その他流動負債 

 1 億 3,803 万 3,763 円(下水道使用料預り金等)で、前年度より 1,109 万 117 円(8.7％)増加

している。 

③ 繰延収益 

将来の収益となるべきものを、前もって受け取った際に発生する負債のことである。長期前

受金 61 億 5,344 万 5,491 円で、前年度より 3 億 1,855 万 841 円(4.9％)減少している。 
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(3) 資本について 

資本は、事業活動を行うための元手となる資金のことである。令和７年度の資本の合計は、

145 億 7,684 万 6,558 円で、前年度より 2 億 9,111 万 429 円(2.0％)増加している。 

① 資本金 

公営企業の設立や増資によって出資された金額のことである。繰入資本金 1 億 2,934 万円、

組入資本金 130 億 9,755 万 3,069 円、引継資本金 3 億 3,056 万 81 円の合計 135 億 5,745 万

3,150 円で、前年度より 3 億 5,077 万 6,722 円(2.7％)増加している。 

② 剰余金 

 剰余金は、資本剰余金と利益剰余金の 2 つに区分される。令和７年度の剰余金は、資本剰余

金 2 億 7,441 万 4,744 円と利益剰余金 7 億 4,497 万 8,664 円の合計 10 億 1,939 万 3,408 円

で、前年度より 5,966 万 6,293 円(5.5％)減少している。 

 

５ 経営分析(金額は消費税抜き) 

経営状況を数値やデータで把握し、改善点や今後の戦略を立てるための分析のことである。 

(1) 経営比率について  

水道事業の経済性を判断するため経営比率を算出すると次のとおりである。 

区分 算式 令和５年度 令和６年度 令和７年度 年鑑指標 

経営資本営業利益率(％) (営業利益/経営資本)×100 △0.63 △0.81 △1.02 △0.42 

経営資本回転率(回) 営業収益/経営資本 0.11 0.11 0.11 0.08 

営業収益営業利益率(％) (営業利益/営業収益)×100 △5.77 △7.59 △9.42 △4.97 

(注)経営資本は、[資産合計－(建設仮勘定＋投資資産)]の期首と期末の平均 

・経営資本営業利益率 

投入した資本でどれだけ利益をあげたかを示す

指標(数値が高いほどより少ない経営資本でより

多くの営業利益を獲得したことを示す)である。 

令和７年度は△1.02％で、前年度より 0.21 ポ

イント低下している。年鑑指標△0.42％と比べる

と低い数値である。 

・経営資本回転率 

投入された資本がどれだけ効率よく営業収益を

上げているかを示す指標(数値が高いほど資本が有効に利用されていることを示す)である。令

和７年度は 0.11 回で前年と同じである。年鑑指標 0.08 回と比べると高い回転率である。 

・営業収益営業利益率 

営業収益に対する営業利益の割合を示す指標(数値が高いほど収益力が高いことを示す)であ

る。令和７年度は△9.42％で、前年度より 1.83 ポイント低下している。年鑑指標△4.97％と

比べると低い数値である。100 円の営業収益に対して 9.42 円の営業損失が生じることを示し

ている。 
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(2) 収益率について 

水道事業の経営活動の成果を表す収益率を算出すると次のとおりである。 

区分 算式 
令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

年鑑 

指標 

総収支比率(％) (総収益/総費用) × 100   116.4 116.3 113.1 106.8 

営業収支比率(％) 
(営業収益－受託工事収益)/ 
(営業費用－受託工事費用) 

× 100 94.5 92.9 91.4 95.3 

・総収支比率 

総収益(営業収益・営業外収益・特別利益の

合計)と総費用(営業費用・営業外費用・特別損

失の合計)を対比させたもので、100％以上の場

合が黒字決算となる。令和７年度は前年度より

3.2 ポイント低下の 113.1％で、年鑑指標

106.8％と比べると高い割合となっている。な

お、総収支比率が 100％を超えているのは、料

金収入以外の要素である営業外収益の長期前受

金の収益化(3 億 9,017 万 2,712 円)が総収益を押し上げているところが大きい。 

・営業収支比率 

営業活動の能率を示すもので、主たる営業活

動の収益性を示し、100％以上でかつ高いほうが

望ましい指標である。令和７年度は 91.4％で、

前年度より 1.5 ポイント低下している。年鑑指

標 95.3％と比べると低くなっている。平成 19 年

度から営業損失(赤字)が生じている。 

(3)財務比率について 

水道事業の財政状態の良否を示す財務比率を算出すると次のとおりである。 

区分(％) 算式(×100) 
令和５ 
年度 

令和６ 
年度 

令和７ 
年度 

年鑑 
指標 

自己資本構成比率 
(資本金＋剰余金＋繰延収益) / 

(負債・資本合計) 
97.5 96.6 96.8 73.3 

固定資産対長期資本比率 
固定資産 / 

(資本金＋剰余金＋固定負債＋繰延収益) 
84.8 83.2 85.8 90.1 

流動比率 流動資産 / 流動負債 817.1 634.4 587.8 326.0 

・自己資本構成比率 

資産の調達源泉である負債・資本合計のうち、

自己資本割合を示す指標である。資金は負債では

なく自己資本で調達するのが望ましいため、数値

は高いほうが望ましいとされる。令和７年度は

96.8％で、前年度より 0.2 ポイント上昇してい

る。年鑑指標 73.3％と比べると高くなっている。 
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・固定資産対長期資本比率 

 資金が長期的に拘束される固定資産が、どの程

度長期資本によって調達されているかを示す指標

で、100％以下かつ低いことが望ましい指標であ

る。令和７年度は 85.8％で、前年度より 2.6 ポ

イント上昇している。年鑑指標 90.1％と比べる

と低くなっている。 

・流動比率 

流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務

に対する支払能力を示すもので、100％以上であ

ることが望ましいとされる。令和７年度は

587.8％で、前年度から 46.6 ポイント低下してい

る。年鑑指数 326.0％と比べると高くなってい

る。流動負債(主に未払金)は変動しやすい数値の

ため、年度によって数値が変動する傾向がある。 

 

６ キャッシュ・フロー計算書による財務分析(金額は消費税抜き) 

一年度の会計期間に資金をどのように調達し、また、その資金をどのように用いることで最

終的にいくら資金が残ったかといった現金の出入りを客観的に把握できるこの計算書により経

営状況を総合的に判断する。 

(1) 業務活動によるキャッシュ・フロー 

業務活動による資金の増減を表すもので、投資活動と財務活動以外のものが該当する。当年

度純利益に、減価償却費等を加え、長期前受金戻入等を減じた下記の金額である。 

 (単位：円) 

当年度純利益 291,110,429 

減価償却費 718,220,638 

資産減耗費 26,577,078 

貸倒引当金の増減額（減少は△） △ 142,885 

賞与引当金の増減額（減少は△） 1,231,000 

長期前受金戻入 △ 390,172,712 

資本費繰入収益 △ 4,006,120 

受取利息及び受取配当金 △ 9,936,686 

支払利息 1,290,834 

未収金の増減額（増加は△） △ 113,489,649 

たな卸資産の増減額（増加は△） △ 3,940,520 

その他流動資産の増減額（減少は△） △ 13,224,400 

未払金の増減額（減少は△） 33,469,024 

前受金の増減額（減少は△） △ 175,000 

その他流動負債の増減額（減少は△） 11,090,117 

 小計 547,901,148 
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利息及び配当金の受取額 9,936,686 

利息の支払額 △ 1,290,834 

業務活動によるキャッシュフロー 556,547,000 

 

(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

設備投資、投資資産の取得・売却等に該当する収入から支出を差引いた下記の金額である。 

 
(単位：円) 

有形固定資産の取得による支出 △1,075,794,068 

有価証券の取得による支出 △500,000,000 

有価証券の売却による収入 300,000,000 

国庫補助金等による収入 13,379,863 

負担金による収入 13,835,720 

投資活動におけるキャッシュ・フロー △1,248,578,485 

 

(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

企業債等の資金調達や債務返済に該当する収入から支出を差引いた下記の金額である。建設

改良費等の財源に充てた企業債を償還したため、マイナスとなっている。 

 
(単位：円) 

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △4,006,120 

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,006,120 

 

主たる業務活動で 5 億 5,654 万 7,000 円の増、水道施設の建設改良等の投資活動で 12 億

4,857 万 8,485 円、企業債の償還で 400 万 6,120 円の減となった結果、期末における資金残高

は、前年度から 6 億 9,603 万 7,605 円(19.4％)減少し、28 億 8,507 万 2,125 円となってい

る。 

 
(単位：円) 

資金の増加額(又は減少額) △696,037,605 

資金期首残高 3,581,109,730 

資金期末残高 2,885,072,125 
  

 

キャッシュ・フロー計算結果は、最も良好とされる“業務活動がプラス、投資及び財務活動

がマイナス”に該当している。しかし、投資活動によるキャッシュ・フローのマイナスがかな

り大きく、手元資金が７億円近く減少している。積極的な管路更新に伴う支出が主因であると

推察されるが、資金管理には注意が必要である。 
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７ むすび  

 

以上が、令和７年度可児市水道事業会計決算書及び附属書類を審査した結果の概要である。 

業務面においては、有収率は前年度より 0.01 ポイント上昇し 89.95％となっている。本市

の有収率は、令和３年度の 88.62％までは低下が続いていたが、令和４年度から上昇に転じて

おり、全国平均を上回る高い水準を維持している。これは現場における着実な維持管理の成果

として評価できる。 

今後も有収率を向上させるため、漏水調査、漏水修理、老朽管更新等について迅速かつ計画

的な対応が望まれるところである。本市は、水道水全量を岐阜県水道事業から購入しており、

仕入れた水道水を無駄なく利用するよう努めることが最大の責務である。可児市水道事業にと

って、有収率の向上が対応すべき大きな課題である。 

 

一方で経営面においては、給水人口が微減する中でも給水件数は増加しているが、年間有収

水量は増減を繰り返している。収益は、給水収益が約８割を占め、前年度より増加している。

費用は、修繕費や委託料等に加え、減価償却が完了していない管路の撤去に伴う資産減耗費の

増加などにより増加している。今年度も水道事業本来の収益である営業収支は依然として赤字

であり、本業におけるコスト回収の面で課題を残している。最終的には長期前受金戻入等の営

業外収益により全体としては純利益（黒字）を計上しているものの、これは料金収入以外の外

部要素に支えられた構造であることへの配慮が必要である。 

 

特に、今年度は老朽管の更新や基幹施設の耐震化など、安全な給水体制を維持するための投

資活動にかかる支出が膨らんだことから、手元資金（現預金残高）が年間で約７億円減少して

いる。また、近年の物価高や労務費の高騰などが委託料や修繕費の増加に影響を与えていると

推察され、これらは中長期的な財源管理において注視すべき点である。 

 

令和７年度水道事業は、全体として決算上は黒字を確保している。現在は有収率が 90％近

くと高い水準にあり、直ちに経営を圧迫する状況ではなく、現在の施設規模を維持できる財政

的余力は備わっていると言える。 

しかしながら、長期的には人口減少に伴い、給水件数や水需要が減少へと向かう可能性は極

めて高い。今後の取り組みとして、給水原価の上昇要因をきめ細かく分析しつつ、将来的な需

要予測に基づいた施設規模の適正化について、今のうちから計画的な検討を進めることが望ま

れる。これらの取り組みを通じて、ライフラインの安全性を確保しつつ、効率的な事業運営に

引き続き努められたい。 
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別表１ 令和６年度・令和７年度 水道事業比較損益計算書(消費税抜き) 

収入                                 (単位：円、％) 

        区分 
科目 

令和６年度 令和７年度 
比較増減 

前年度 
対比率 金額 

構成
比 

金額 
構成
比 

１ 営業収益 2,001,009,165 79.9  2,022,912,321 80.6  21,903,156 101.1  

  

(1)給水収益 1,938,761,984 77.4  1,951,777,572 77.8  13,015,588 100.7  

(2)その他の営業収益 62,247,181 2.5  71,134,749 2.8  8,887,568 114.3  

２ 営業外収益 402,475,650 16.0  409,675,065 16.4  7,199,415 101.8  

  

(1)受取利息及び配当

金 
5,183,369 0.2  9,936,686 0.4  4,753,317 191.7  

(2)長期前受金戻入 384,738,675 15.3  390,172,712 15.5  5,434,037 101.4  

(3)資本費繰入収益 3,940,373 0.2  4,006,120 0.2  65,747 101.7  

(4)雑収益 7,256,652 0.3  4,268,713 0.2  △2,987,939 58.8  

(5)他会計負担金 1,356,581 0.0  1,290,834 0.1  △65,747 95.2  

３ 特別利益 102,267,000 4.1  76,276,000 3.0  △25,991,000 74.6  

  

(1)過年度損益修正益 0 0.0  0 0.0  0 - 

(2)その他特別利益 102,267,000 4.1  76,276,000 3.0  △25,991,000 74.6  

収益合計 2,505,751,815 100.0  2,508,863,386 100.0  3,111,571 100.1  

支出                                 (単位：円、％) 

        区分 
科目 

令和６年度 令和７年度 
比較増減 

前年度 
対比率 金額 

構成
比 

金額 
構成
比 

１ 営業費用 2,152,917,000 99.9  2,213,384,504 99.8  60,467,504 102.8  

  (1)浄水費(受水費) 1,084,105,489 50.3  1,081,693,968 48.8  △2,411,521 99.8  

  (2)配水費 159,594,002 7.4  157,575,603 7.1  △2,018,399 98.7  

  (3)給水費 67,801,488 3.1  97,409,936 4.4  29,608,448 143.7  

  (4)業務費 89,543,035 4.2  91,338,826 4.1  1,795,791 102.0  

  (5)総係費 39,162,786 1.8  40,568,455 1.8  1,405,669 103.6  

  (6)減価償却費 709,236,972 32.9  718,220,638 32.4  8,983,666 101.3  

  (7)資産減耗費 3,473,228 0.2  26,577,078 1.2  23,103,850 765.2  

２ 営業外費用 1,833,808 0.1  2,450,878 0.1  617,070 133.6  

  

(1)支払利息 1,356,581 0.1  1,290,834 0.1  △65,747 95.2  

(2)雑支出 477,227 0.0  1,160,044 0.0  682,817 243.1  

３ 特別損失 224,285 0.0  1,917,575 0.1  1,693,290 855.0  

  

(1)過年度損益修正損 224,285 0.0  1,917,575 0.1  1,693,290 855.0  

(2)その他特別損失 0 0.0  0 0.0  0 - 

費用合計 2,154,975,093 100.0  2,217,752,957 100.0  62,777,864 102.9  

当年度純利益 350,776,722 - 291,110,429 - △59,666,293 83.0  
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別表２ 令和６年度・令和７年度 水道事業性質別費用比較表(消費税抜き) 

（単位：円、％） 

区分 令和６年度 
構成
比 

令和７年度 構成比 増減 
前年度 
対比率 

給料 24,143,322 1.1 21,541,350 1.0 △2,601,972 89.2  

手当 14,846,585 0.7 13,604,785 0.6 △1,241,800 91.6  

賞与引当金繰入額 3,688,000 0.2 4,349,000 0.2 661,000 117.9  

報酬 90,000 0.0 205,000 0.0 115,000 227.8  

法定福利費 7,603,319 0.4 6,821,350 0.3 △781,969 89.7  

旅費 138,297 0.0 133,595 0.0 △4,702 96.6  

報酬費 180,000 0.0 180,000 0.0 0 100.0  

被服費 284,000 0.0 0 0.0 △284,000 皆減 

備消耗品費 1,906,704 0.1 1,660,103 0.1 △246,601 87.1  

燃料費 342,726 0.0 398,155 0.0 55,429 116.2  

光熱水費 4,241,696 0.2 6,643,033 0.3 2,401,337 156.6  

印刷製本費 2,336,160 0.1 2,042,900 0.1 △293,260 87.4  

通信運搬費 7,281,462 0.3 8,801,351 0.4 1,519,889 120.9  

委託料 174,924,220 8.1 197,577,988 8.9 22,653,768 113.0  

手数料 10,244,126 0.5 14,106,506 0.6 3,862,380 137.7  

賃借料 445,492 0.0 827,456 0.0 381,964 185.7  

修繕費 60,644,920 2.8 65,654,450 3.0 5,009,530 108.3  

動力費 33,644,386 1.6 32,870,605 1.5 △773,781 97.7  

薬品費 1,003,980 0.1 1,374,940 0.1 370,960 136.9  

材料費 824,842 0.0 385,159 0.0 △439,683 46.7  

研修費 79,842 0.0 183,729 0.0 103,887 230.1  

負担金 2,152,984 0.1 2,211,864 0.1 58,880 102.7  

会費負担金 344,700 0.0 344,700 0.0 0 100.0  

保険料 4,427,104 0.2 4,667,466 0.2 240,362 105.4  

租税公課 101,000 0.0 166,610 0.0 65,610 165.0  

貸倒引当金繰入額 181,444 0.0 140,725 0.0 △40,719 77.6  

受水費 1,084,105,489 50.3 1,081,693,968 48.8 △2,411,521 99.8  

有形固定資産 
減価償却費 

708,616,972 32.9 717,600,638 32.4 8,983,666 101.3  

無形固定資産減価償
却費 

620,000 0.0 620,000 0.0 0 100.0  

固定資産除却費 3,473,228 0.2 26,577,078 1.2 23,103,850 765.2  

企業債利息 1,356,581 0.1 1,290,834 0.1 △65,747 95.2  

雑支出 477,227 0.0 1,160,044 0.0 682,817 243.1  

過年度損益修正損 224,285 0.0 1,917,575 0.1 1,693,290 855.0  

その他特別損失 0 0.0 0 0.0 0 - 

計 2,154,975,093 100.0 2,217,752,957 100.0 62,777,864 102.9 
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別表３ 令和６年度・令和７年度 水道事業比較貸借対照表(消費税抜き) 

資産の部                               (単位：円、％) 

        区分 
科目 

令和６年度 令和７年度 
比較増減 

前年度 
対比率 金額 

構成
比 

金額 
構成
比 

1 固定資産 17,338,774,231 80.7 17,850,324,384 83.4 511,550,153 103.0 

  

(1)有形固定資産 16,636,294,231 77.4 16,948,464,384 79.2 312,170,153 101.9 

 イ 土地 725,647,571 3.4 725,647,571 3.4 0 100.0 

 ロ 建物 393,778,599 1.8 376,511,567 1.8 △17,267,032 95.6 

 ハ 構築物 12,255,445,561 57.0 12,395,856,592 57.9 140,411,031 101.1 

 ニ 機械及び装置 1,287,505,161 6.0 1,336,417,157 6.2 48,911,996 103.8 

 ホ 車輌運搬具 1,298,340 0.0 3,512,619 0.0 2,214,279 270.5 

 ヘ 工具器具及び備品 10,245,065 0.1 8,208,210 0.1 △2,036,855 80.1 

 ト 建設仮勘定 1,962,373,934 9.1 2,102,310,668 9.8 139,936,734 107.1 

(2)無形固定資産 2,480,000 0.0 1,860,000 0.0 △620,000 75.0  

 イ ソフトウェア 2,480,000 0.0 1,860,000 0.0 △620,000 75.0  

(3)投資その他の資産 700,000,000 3.3 900,000,000 4.2 200,000,000 128.6 

 イ 投資有価証券 700,000,000 3.3 900,000,000 4.2 200,000,000 128.6 

2 流動資産 4,147,813,289 19.3 3,555,902,038 16.6 △591,911,251 85.7 

  

(1)現金預金 3,581,109,730 16.7 2,885,072,125 13.5 △696,037,605 80.6 

(2)未収金 195,743,554 0.9 313,444,988 1.4 117,701,434 160.1 

(3)有価証券 300,000,000 1.4 300,000,000 1.4 0 100.0 

(4)貯蔵品 39,720,005 0.2 43,660,525 0.2 3,940,520 109.9 

(5)前払金 30,740,000 0.1 0 0.0 △30,740,000 皆減 

(6)その他流動資産 500,000 0.0 13,724,400 0.1 13,224,400 2,744.9 

資産合計 21,486,587,520 100.0 21,406,226,422 100.0 △80,361,098 99.6 
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負債の部                               (単位：円、％) 

      区分 
科目 

令和６年度 令和７年度 
比較増減 

前年度 
対比率 金額 

構成
比 

金額 
構成
比 

1 固定負債 75,045,082 0.4 70,972,102 0.3 △4,072,980 94.6 

  (1)企業債 75,045,082 0.4 70,972,102 0.3 △4,072,980 94.6 

2 流動負債 653,809,977 3.0 604,962,271 2.8 △48,847,706 92.5 

  

(1)企業債 4,006,120 0.0 4,072,980 0.0 66,860 101.7 

(2)未払金 515,026,211 2.4 453,965,528 2.1 △61,060,683 88.1 

(3)前受金 175,000 0.0 0 0.0 △175,000 皆減 

(4)引当金 7,659,000 0.0 8,890,000 0.1 1,231,000 116.1 

(5)その他流動負債 126,943,646 0.6 138,033,763 0.6 11,090,117 108.7 

3 繰延収益 6,471,996,332 30.1 6,153,445,491 28.7 △318,550,841 95.1 

  (1)長期前受金 6,471,996,332 30.1 6,153,445,491 28.7 △318,550,841 95.1 

負債合計 7,200,851,391 33.5 6,829,379,864 31.9 △371,471,527 94.8 

資本の部                               (単位：円、％) 

      区分 
科目 

令和６年度 令和７年度 
比較増減 前年度 

対比率 金額 
構成
比 

金額 
構成
比 

1 資本金 13,206,676,428 61.5 13,557,453,150 63.3 350,776,722 102.7 

  

(1)繰入資本金 129,340,000 0.6 129,340,000 0.6 0 100.0 

(2)組入資本金 12,746,776,347 59.3 13,097,553,069 61.2 350,776,722 102.7 

(3)引継資本金 330,560,081 1.6 330,560,081 1.5 0 100.0 

2 剰余金 1,079,059,701 5.0 1,019,393,408 4.8 △59,666,293 94.5 

  

(1)資本剰余金 274,414,744 1.3 274,414,744 1.3 0 100.0 

 イ 国庫補助金 1,562,000 0.0 1,562,000 0.0 0 100.0 

 ロ 県補助金 10,187,000 0.1 10,187,000 0.1 0 100.0 

 ハ 受贈財産評価額 262,665,744 1.2 262,665,744 1.2 0 100.0 

(2)利益剰余金 804,644,957 3.7 744,978,664 3.5 △59,666,293 92.6 

 イ 建設改良積立金 453,868,235 2.1 453,868,235 2.1 0 100.0 

 ロ 未処分利益剰余金 350,776,722 1.6 291,110,429 1.4 △59,666,293 83.0 

資本合計 14,285,736,129 66.5 14,576,846,558 68.1 291,110,429 102.0 

負債資本合計 21,486,587,520 100.0 21,406,226,422 100.0 △80,361,098 99.6 

 

 


